北海道働き方改革支援員派遣事業実施要領
第１　目的

　　この事業は、企業からの要請に応じて、働き方改革に関する専門的知識や経験を有する専門家を働き方改革支援員（以下「支援員」という。）として派遣し、働き方改革の取組を推進するうえでの現状と課題の見える化や課題の解決を図ることで、道内中小企業の働き方改革の取組を促進することを目的とする。
第２　実施主体
　　実施主体は、北海道（以下「道」という。）とする。
第３　事業の対象
　　常時雇用する従業員が300人以下の道内に事業所を有する企業とする。　
第４　事業の内容

    道は、企業からの要請に応じて、次の２つのコースにより支援員を派遣する。

　１  地域連携コース
      働き方改革の取組を推進するうえで次の各号に関する課題を抱えている企業に対して、支援員を最大３回派遣し、課題解決のための相談対応（指導・助言）を実施し、働き方改革の取組を支援する。なお、支援員を派遣する際は、（総合）振興局職員が同行するものとする。
　　(1)女性や高齢者、障がい者など多様な人材の活躍
　　(2)外国人労働者の適正な雇用管理

　  (3)長時間労働の是正や年次有給休暇の取得促進など就業環境の改善
　  (4)非正規雇用労働者の正社員化・処遇改善
  　(5)非正規雇用労働者と正規雇用労働者との不合理な待遇差の解消
    (6)在宅勤務・短時間勤務制度・副業等多様で柔軟な働き方の整備
    (7)子育てや介護をしながら働き続ける環境の整備など仕事と家庭の両立
    (8)省力化や業務の効率化、人材育成などによる生産性の向上

　  (9)その他
　２  ワーク・ライフ・バランス見える化コース
      従業員のワーク・ライフ・バランスを実現するための現状や課題が明らかになっていない企業に対して、支援員を原則３回派遣し、アンケート調査やヒアリング調査を実施し分析を行うことにより、ワーク・ライフ・バランスの現状と課題の見える化を支援する。
第５　支援員の委嘱及び期間
　１　知事は、働き方改革に関する専門的な知識や経験を有する者で、本事業の円滑な実施を　　図るうえで適当と認められる者を次の中から選考し、支援員として委嘱する。
　　(1)社会保険労務士
    (2)中小企業診断士
    (3)先進的に働き方改革に取り組む企業（ベストプラクティス企業）の経営者等

    (4)その他知事が必要と認めた者

  ２　支援員の委嘱期間は、委嘱の日から当該委嘱の日の属する年度の３月３１日までとし、　　再任を妨げないものとする。
　　
第６  支援員の派遣要請
　１　本事業による支援員の派遣を希望する企業は、「働き方改革支援員派遣要請書（別記第１号様式（以下「要請書」という。））」を、知事に提出する。
　２　知事は、要請書を受理したときは、要請内容を審査のうえ派遣の可否を決定し、その結果を要請者に通知する。なお、派遣を行う場合は、「働き方改革支援員派遣決定書（別記第２号様式）」により通知する。
　３　知事は、派遣しようとする支援員に対し「派遣業務依頼書（別記第３号様式）」により依頼を行う。
第７　派遣結果の報告
　１　支援員は、１回の派遣が終了するごとに、「派遣業務実施報告書（別記第４号様式）」により、派遣の日から１週間以内に知事に報告することとする。
　２　支援員の派遣を受けた者は、全ての派遣の終了後速やかに「働き方改革支援員派遣事業完了報告書（別記第５号様式）」を知事に提出するものとする。
第８　守秘義務
　　支援員は、業務上知り得た事項を他に漏らしてはならない。
第９　委嘱の取消し
　　知事は、支援員が第８に掲げる守秘義務に違反したと認められる場合や支援員としてふさわしくない行為を行ったと認められる場合、心身の故障のため業務に耐えられないと認められる場合又は本人から辞任の申し出があった場合は、委嘱を取り消すことができる。
第10　その他
　　本事業の実施に関し、この要領に定めのない事項は、別に定める。
附　則
　この要領は、令和元年５月１６日から施行する。
（別記第１号様式）
                                                    　   　　   　　　　年　　月　　日
働き方改革支援員派遣要請書
北海道知事　　　　　　様
                                    住　所
                                    名　　　　称
                                    代表者氏名   　                        
  　北海道働き方改革支援員派遣事業実施要領に基づき、次のとおり支援員の派遣を要請します。　　なお、次の「３　支援条件」を遵守します。
記
  １　要請者の概要
	
	業種
	
	常時雇用する従業員数
	男性
	     　　　　人

	
	事業内容

	
	
	女性
	     　　　　人

	
	
	
	
	 計
	 　　　　    人

	
	資本金又は出資金
	                      万円
	電話番号
	      (     )

	
	担当者職・氏名
	   　            　     
	FAX番号
	      (     )

	
	E-mail
	          　　　@


  ２　支援員の調査・指導・助言事項（希望するものを○で囲んでください※）
	
	【地域連携コース】

１　女性や高齢者、障がい者など多様な人材の活躍を促進するための指導及び助言
２  外国人労働者の適正な雇用管理を行うための指導及び助言

３　長時間労働の是正や年次有給休暇の取得促進など就業環境の改善に関する指導及び助言
４　非正規雇用労働者の正社員化・処遇改善に関する指導及び助言
５　非正規雇用労働者と正規雇用労働者との不合理な待遇差の解消に向けた指導及び助言
６　在宅勤務・短時間勤務制度・副業等多様な働き方の整備に関する指導及び助言
７  子育てや介護をしながら働き続ける環境の整備等仕事と家庭の両立のための指導及び助  言
８　省力化や業務の効率化、人材育成などによる生産性向上に向けた指導及び助言

９　その他
【ワーク・ライフ・バランス見える化コース】

１  働き方改革に取り組もうとする企業に対し、アンケート調査やヒアリング調査の実施に  よる現状や課題の見える化

	
	相談の内容を
具体的に記入
してください

	


※地域連携コースとワーク・ライフ・バランス見える化コースを同時に申し込むことはできま　せん。
  ３　支援条件

  　(1)　本事業に係る支援員の調査・指導・助言に関して当社に損害が生じた場合、道に一切そ　　　 の責任を求めません。
  　(2)　支援員の指導内容などに関して当社に損害が生じた場合は、故意又は重大な過失がある　　　 と認められた場合を除き、支援員に一切の責任を求めません。
  　(3)  調査・指導・助言内容について、支援員が派遣業務実施報告書を作成する必要の限度に　　　 おいて、道に報告することに同意します。
  　(4)　本事業による成果の把握のため道が行う調査等に協力します。
  （別記第２号様式）
                                                    　　　      雇労第　　　　      号
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　    　　年　　月　　日
働き方改革支援員派遣決定書
  　（　要　請　者　）　　様
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　北海道知事
  　年　月　日付けで要請のあったこのことについて、支援員を派遣することを決定しましたので通知します。
  なお、支援の内容、条件等は次のとおりです。
記
  １　支援内容
  　(1)　派遣する働き方改革支援員
  　　氏　名
  　  連絡先
  　(2)　第１回目の日時及び支援実施場所（２回目以降は別途調整）
  　　日時：　　　　年　　月　　日　　（　）　時から　　　
    　場所：
  　(3)　支援（調査・指導・助言）を行う事項等
     【○○○コース】

  ２　支援条件
  　(1)　本事業に係る支援員の調査・指導・助言に関して貴社に損害が生じた場合、道は一切そ　　　 の責任を負いません。
  　(2)　支援員の指導内容などに関して貴社に損害が生じた場合は、故意又は重大な過失がある　　　 と認められた場合を除き、支援員は一切の責任を負いません。
  　(3)  調査・指導・助言内容について、支援員が派遣業務実施報告書を作成する必要の限度に　　　 おいて、道に報告することに貴社は同意したものとします。
  　(4)　本事業による成果の把握のため道が行う調査等に協力していただきます。
  　(5)　貴社に対する支援の上限は、本年度内において最大３回までの訪問とします。
  　(6)　支援は、その進捗状況にかかわらず、本年度内（3月31日まで）をもって終了します。
  　(7)　支援員に対する謝金、交通費は道が負担します。
  ３　派遣事業完了報告書の提出について
  　　全ての派遣が終了した時は、速やかに「働き方改革支援員派遣事業完了報告書」を提出願い　　ます。
  （別記第３号様式）
                                                           　  雇労第　　　　      号
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　年　　月　　日
派遣業務依頼書
  　（支援員名）　　　様
                       　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　北海道知事
    次の要請者に対して、北海道働き方改革支援員派遣事業を実施することに決定しましたので、　同事業実施要領に基づき支援をお願いします。
記
  １　要請者の概要
	企業名

	
	常時雇用する従業員数
	 男性
	   　 　 　　　人

	
	
	
	 女性
	   　　 　　　 人

	
	
	
	  計
	　　  　　　   人

	住　所

	
	電話番号
	       (     )

	
	
	FAX番号
	       (     )

	業　種
	
	資本金又は出資金
	             万円

	事業内容

	
	担当者職・氏名

	
	
	

	E-mail
	              　@


  ２　要請者からの支援（調査・指導・助言）の希望事項
	 【地域連携コース】

 １　女性や高齢者、障がい者など多様な人材の活躍を促進するための指導及び助言
 ２  外国人労働者の適正な雇用管理を行うための指導及び助言

 ３　長時間労働の是正や年次有給休暇の取得促進など就業環境の改善に関する指導及び助言
 ４　非正規雇用労働者の正社員化・処遇改善に関する指導及び助言
 ５　非正規雇用労働者と正規雇用労働者との不合理な待遇差の解消に向けた指導及び助言
 ６　在宅勤務・短時間勤務制度・副業等多様な働き方の整備に関する指導及び助言
 ７  子育てや介護をしながら働き続ける環境の整備等仕事と家庭の両立のための指導及び助    言
 ８　省力化や業務の効率化、人材育成などによる生産性向上に向けた指導及び助言

 ９　その他
【ワーク・ライフ・バランス実現コース】

 １  働き方改革に取り組もうとする企業に対し、アンケート調査やヒアリング調査の実施に    よる現状や課題の見える化

	具体的な
相談内容

	


  ３　第１回目の訪問日時（２回目以降は直接調整してください。）
  　　　　　年　　月　　日　　　（　）　　時から
  （別記第４号様式）
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
派遣業務実施報告書
  　北海道知事　　　　様
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　支援員名                          
  このことについて、次のとおり要請者に対し支援（調査・指導・助言）を実施したので報告します。
記
  １　支援対象企業名
  ２　調査・指導・助言を行った日時・場所及び対応者
	 
	訪問回数：　　回目
	日　時：　　　　年　　月　　日　 （　）　時から　　時まで

	
	場　　　　所
	

	
	対応者職・氏名
	


  ３　支援の概要
  (1)　相談内容
	 
	


  (2)　調査・指導・助言の内容
	
	


  (3)　次回訪問時の調査・指導・助言の予定（訪問が３回目の場合は、必要ありません。）
	
	


  ４　次回訪問予定（訪問が３回目の場合は、必要ありません。）
  　　日　時：　　　　年　　月　　日　　（　） 　時から　　
 　　 場　所：
  ５　その他
  　　調査・指導・助言に使用した書類・レジュメ等があれば、添付願います。
  （別記第５号様式）
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
働き方改革支援員派遣事業支援完了報告書
  　北海道知事　　　　　様
      　                                  住　　　所
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業名
          　                              代表者氏名　　　　　　　　　　　　　
  次のとおり支援を受けましたので、報告します。
記
  １　支援の内容
  　(1)　担当支援員の氏名
  　(2)　調査・指導・助言を受けた日
  　 1回目：　　　　年  月　日、2回目：　　　　年  月  日、3回目：　　　　年  月  日
  ２　調査・指導・助言の結果（支援を受けたコースについて記入してください）
   (1)地域連携コース
   　ア　支援員の派遣を受けた目的・相談内容
	 
	


   　イ　支援員からの調査・指導・助言事項
	 
	


   　ウ　支援員派遣結果（①～④のいずれかに○をしてカッコ内にその理由を記入してください）

　　 　①　相談した案件（課題）が解決した
  　　 ②  相談した案件（課題）の解決の方向性（方法）が明確になった
  　　 ③　まだ、十分な解決の目処が立っていない
　 　　④  その他
 　(2)ワーク・ライフ・バランス見える化コース
  　　ア　支援員から提示された現状と課題についての感想
	


    　イ　現状と課題を踏まえた今後の取組方針

	


  ３　その他
  　当該事業を活用した感想、今後の同事業実施についての希望などがあれば、ご記入ください。
	


